第１　生活保護制度の概要

　１　生活保護制度の沿革

　　　生活困窮者に対する救貧対策は、最初に法制的に整備されたのが明治７年に施行された「恤救規則」であり、その後、昭和４年に制定（昭和７年施行）された「救護法」により確立したものといえる。

　　　しかし、これらの法律は、差別的、制限的であり、要保護者の必要な救済に十分に対応ができなかった。その後「母子保護法」、「軍事扶助法」等が制定され終戦を迎えるに至った。

　　　終戦後の昭和２１年４月、戦災者、引揚者等に対する臨時応急の措置として「生活困窮者緊急生活援護要綱」が実施されたが、あくまでも臨時応急の対策であった。こうした中で昭和２１年９月、旧生活保護法が制定（同年１０月施行）され、はじめて貧困の救済は「国家責任を原則とする」ことが明文化された。

　　　その後、昭和２２年５月、日本国憲法の施行により同法第２５条に示す「生存権の保障」と「社会保障制度」の拡充、強化を図るため、昭和２５年５月、旧生活保護法が全文改正され、現在に至っている。
　２　生活保護の実施

　　　貧困の救済は、「国家責任を原則とする」ことから、保護の基準は、厚生労働大臣が設定し、その決定実施に係る細部についても厚生労働省が実施要領を定め、知事及び市長がその実施について責任を負っている。具体的な保護の実施については、知事及び市長が設置する福祉事務所の長が行うこととしている。

　　　保護の開始は、原則として、保護を要する者、その扶養義務者又はその他同居の親族の申請に基づいて行われ、その要否の判定は、厚生労働大臣の定めた基準と、保護を要する者の資産、その能力の活用、扶養、世帯の収入等との対比により行われる。
　３　生活保護の種類

	種類
	扶助の内容
	備考

	生活扶助
	衣食その他の日常生活に必要な費用
	居宅保護が適当でないときは、施設入所による保護を行う。

（県内の救護施設）

　三谷の里ときわ苑（金沢市）

　三陽ホーム（金沢市）

　七尾更正園（七尾市）

	教育扶助
	義務教育に必要な学用品等の費用
	

	住宅扶助
	地代、家賃又は家屋の補修等に必要な費用
	

	介護扶助
	介護サービス等に必要な費用

（介護保険及び結核予防法、精神保健福祉法、老人保健法等他制度による給付は、介護扶助に優先して適用される。）
	指定介護機関に委託して行う。

	医療扶助
	診療等に必要な費用

（各種医療保険及び結核予防法、精神保健福祉法、老人保健法等他制度による給付は、医療扶助に優先して適用される。）
	指定医療機関に委託して行う。

	出産扶助
	出産に必要な費用
	

	生業扶助
	自立する見込みのある者に対する生業のために必要な費用
	

	葬祭扶助
	葬祭のために必要な費用
	


　　　生活保護は、その内容によって、８種類の扶助に分けられている。
